
（単位：千円）

款 項

法令等によるもの 市民、自治会等からの要望、提案等によるもの

市総合計画等によるもの 職員提案等によるもの

議会からの要望、提案等によるもの その他

（理由： ）

会計 　一般会計 議案ページ 118～119

予算 03 民生費 01 社会福祉費 目 01 社会福祉総務費

事業名  福祉医療助成事業  所管課・室  保険年金課

区　分 金　額
財　　源　　内　　訳

国庫支出金 県支出金
分担金
負担金

使用料
手数料

その他 市債 一般財源

42,324 0 164,725

前年度予算額 316,178 0 104,836 0 0 42,732

本年度予算額 310,596 0 103,547 0 0

事業実施に
至る経緯・
背景

0 168,610

増　　　　減 ▲ 5,582 0 ▲ 1,289 0 0 ▲ 408 0 ▲ 3,885

特定財源の
説明

（県）福祉医療費助成事業補助金　89,696千円 （諸）福祉医療高額療養費戻入　41,676千円
（県）重度心身障害老人等福祉助成補助金　10,173千円　（諸）福祉医療費返還金　648千円
（県）福祉医療費支払手数料補助金　1,732千円
（県）精神障害者精神科通院医療費助成事業補助金　1,946千円

目的・期待
する効果

　社会的、経済的に支援が必要な立場にある乳幼児や障がい者及び老人等の医療保険の
自己負担金（一部負担を除く）を軽減することにより、医療機関への必要な受診を可能
にし対象者の健康状態を保ちます。

福祉医療費助成　　310,596千円（県103,547千円　諸42,324千円）
　社会的、経済的に支援の必要な立場にある乳幼児や障がい者及び老人等の医療費の自己負担
部分を助成します。

（平成28年1月1日現在）
　乳幼児　3,327人　　重度心身障害者　829人　　65～74歳老人　359人
　母子家庭　1,094人　　父子家庭　111人　　ひとり暮らし寡婦　10人
　ひとり暮らし高齢寡婦　4人　　精神障害者　202人　　精神障害老人　12人
　重度心身障害老人　416人

事

業
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要

節番号・名称 細々節名称等 金額主

な

事

業

費

内

訳

11　需用費 受給者証等印刷費 657

12　役務費 請求事務手数料 4,099

12　役務費 支払事務手数料 7,367

20　扶助費 福祉医療費 298,315



（単位：千円）

款 項

法令等によるもの 市民、自治会等からの要望、提案等によるもの

市総合計画等によるもの 職員提案等によるもの

議会からの要望、提案等によるもの その他

（理由： ）

会計 　一般会計 議案ページ 118～119

予算 03 民生費 01 社会福祉費 目 01 社会福祉総務費

事業名  在日外国人福祉事業  所管課・室  保険年金課

区　分 金　額
財　　源　　内　　訳

国庫支出金 県支出金
分担金
負担金

使用料
手数料

その他 市債 一般財源

0 0 1,624

前年度予算額 2,603 0 974 0 0 0

本年度予算額 2,603 0 979 0 0

事業実施に
至る経緯・
背景

0 1,629

増　　　　減 0 0 5 0 0 0 0 ▲ 5

特定財源の
説明

（県）自治振興交付金　　979千円

目的・期待
する効果

　本国に在留する外国人で、昭和56年の「難民の地位に関する条約」批准に伴う国民年
金法（昭和34年法律第141号）の改正により、昭和57年1月1日から国籍要件が撤廃さ
れた際、既に障がいが発生していたが障害年金等の支給対象とならなかった人に対し、
障がい者福祉給付金を支給することにより、在日外国人の福祉の増進を図ることを目的
としています。

在日外国人障がい者福祉事業　　2,603千円（県　979千円）

　昭和56年の国民年金法改正に伴い、障害年金を受給する資格を持たない人に対し、月額５万
円を上限に支給しています。
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節番号・名称 細々節名称等 金額主

な
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訳

20　扶助費 在日外国人障がい福祉給付金 2,603



（単位：千円）

款 項

法令等によるもの 市民、自治会等からの要望、提案等によるもの

市総合計画等によるもの 職員提案等によるもの

議会からの要望、提案等によるもの その他

（理由： ）

会計 　一般会計 議案ページ 118～121

予算 03 民生費 01 社会福祉費 目 01 社会福祉総務費

事業名  国民健康保険事業  所管課・室  保険年金課

区　分 金　額
財　　源　　内　　訳

国庫支出金 県支出金
分担金
負担金

使用料
手数料

その他 市債 一般財源

180,784

前年度予算額 327,792 18,663 115,122

本年度予算額 362,518 43,780 137,954

事業実施に
至る経緯・
背景

194,007

増　　　　減 34,726 25,117 22,832 0 0 0 0 ▲ 13,223

特定財源の
説明

（国）　国民健康保険基盤安定負担金（保険者支援分） 　 43,780千円
（県）　国民健康保険基盤安定負担金（保険税軽減分）　116,064千円
（県）　国民健康保険基盤安定負担金（保険者支援分）     21,890千円

目的・期待
する効果

　国民健康保険特別会計の運営の財政安定のため、一般会計から繰り出します。

○国民健康保険事業の運営に関する重要事項を審議する国民健康保険運営協議会を運営
　します。　　　報酬　168千円　　食糧費  3千円

○一般会計から国民健康保険特別会計へ繰り出し、国民健康保険特別会計の運営の安定を図
　ります。
　保険基盤安定
　　保険税軽減分 154,752千円（県116,064）
　　　保険税軽減相当分を公費で補填します。
　　保険者支援分　87,561千円（国43,780　 県21,890）
　　　保険税軽減の対象等となった一般被保険者数に応じて保険税負担を軽減するため
　　　公費で負担します。
　出産育児一時金　16,240千円
　　出産一時金の2/3を一般会計から繰出します。
　その他一般会計繰入金
　　福祉医療波及分　33,187千円　　事務費相当分　21,838千円
　　一般医療分　   　15,069千円　　保健事業分   　22,411千円
　財政安定化支援事業繰入金　11,289千円
　　国保財政の健全化及び保険税負担の平準化を図ります。
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な
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訳

1　報酬 国保運営協議会委員報酬 168

28　繰出金 国民健康保険特別会計繰出金 362,347



（単位：千円）

款 項

法令等によるもの 市民、自治会等からの要望、提案等によるもの

市総合計画等によるもの 職員提案等によるもの

議会からの要望、提案等によるもの その他

（理由： ）

会計 　一般会計 議案ページ 124～125

予算 03 民生費 01 社会福祉費 目 03 老人福祉費

事業名  在日外国人福祉事業  所管課・室  保険年金課

区　分 金　額
財　　源　　内　　訳

国庫支出金 県支出金
分担金
負担金

使用料
手数料

その他 市債 一般財源

0 0 102

前年度予算額 792 0 424 0 0 0

本年度予算額 528 0 426 0 0

事業実施に
至る経緯・
背景

0 368

増　　　　減 ▲ 264 0 2 0 0 0 0 ▲ 266

特定財源の
説明

（県）自治振興交付金　　426千円

目的・期待
する効果

　本国に在留する外国人で、昭和56年の「難民の地位に関する条約」批准に伴う国民年
金法（昭和34年法律第141号）の改正により、昭和57年1月1日から国籍要件が撤廃さ
れた際、既に高齢のため老齢年金等の支給対象とならなかった人に高齢者福祉給付金を
支給することにより、在日外国人の福祉の増進を図ることを目的としています。

在日外国人高齢者福祉事業　　528千円（県　426千円）

　昭和56年の国民年金法改正に伴い、老齢年金を受給する資格を持たない人に対し、月額
22,000円を上限に支給しています。
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概

要

節番号・名称 細々節名称等 金額主

な

事

業

費

内

訳

20　扶助費 在日外国人高齢者福祉給付金 528



（単位：千円）

款 項

法令等によるもの 市民、自治会等からの要望、提案等によるもの

市総合計画等によるもの 職員提案等によるもの

議会からの要望、提案等によるもの その他

（理由： ）

会計 　一般会計 議案ページ 128～129

予算 03 民生費 01 社会福祉費 目 05 後期高齢者医療費

事業名  後期高齢者医療費  所管課・室  保険年金課

区　分 金　額
財　　源　　内　　訳

国庫支出金 県支出金
分担金
負担金

使用料
手数料

その他 市債 一般財源

3,684 0 354,284

前年度予算額 387,740 1,308 45,894 0 0 3,685

本年度予算額 407,749 0 49,781 0 0

事業実施に
至る経緯・
背景

0 336,853

増　　　　減 20,009 ▲ 1,308 3,887 0 0 ▲ 1 0 17,431

特定財源の
説明

（県）後期高齢者保険基盤安定負担金　49,781千円
（諸）健康診査受託事業収入　　　　　  3,684千円

目的・期待
する効果

　高齢者の医療費の適正化を図るための取り組み及び高齢者医療制度の健全かつ円滑な
運営を行います。高齢期における健康を保持するため、必要な事業を実施します。

健康診査委託　　　4,805千円（諸3,684千円）
　糖尿病等の生活習慣病やその他疾病を早期に発見し、被保険者の健康の保持増進を図るた
め、健康診査の委託を行います。

滋賀県後期高齢者広域連合負担金　　333,931千円
　広域連合事務局の運営経費や、医療費等の給付に要する経費等を負担します。

後期高齢者医療特別　　69,013千円（県49,781千円）
　特別会計に対し、事務に要する経費及び保険基盤安定分を繰出します。
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な
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費

内

訳

13　委託料 健康診査委託料 4,498

19　負担金補助及び交付金 後期高齢者医療広域連合負担金 333,931

28　繰出金 後期高齢者医療特別会計繰出金 69,013



（単位：千円）

款 項

法令等によるもの 市民、自治会等からの要望、提案等によるもの

市総合計画等によるもの 職員提案等によるもの

議会からの要望、提案等によるもの その他

（理由： ）

会計 　一般会計 議案ページ 146～147

予算 03 民生費 03 国民年金費 目 01 国民年金費

事業名  国民年金事務経費  所管課・室  保険年金課

区　分 金　額
財　　源　　内　　訳

国庫支出金 県支出金
分担金
負担金

使用料
手数料

その他 市債 一般財源

0 0 0

前年度予算額 4,999 4,313 0 0 0 0

本年度予算額 3,331 3,331 0 0 0

事業実施に
至る経緯・
背景

0 686

増　　　　減 ▲ 1,668 ▲ 982 0 0 0 0 0 ▲ 686

特定財源の
説明

（国）国民年金事務費交付金　　3,331千円

目的・期待
する効果

　法定受託事務国民年金第1号被保険者の資格異動、給付請求事務、年金相談ほか、制
度の周知・理解を得るための広報活動を行います。

国民年金事務経費　　3,331千円（国3,331千円）

　20歳以上60歳未満で自営業や学生の人など（厚生年金に加入している人やその人に扶養さ
れている配偶者を除く）の資格異動や給付請求事務等の年金相談を実施しています。

事

業

概

要

節番号・名称 細々節名称等 金額主

な

事

業

費

内

訳

7　賃金 臨時職員賃金 2,974


